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人権擁護士養成事業について

１．人権擁護士の業務内容

（１）複雑・困難な相談事案の原因や背景を分析し、適切な専門相談機関へのあっせん
及び当事者間の調整を行うこと
（２）高度な知識と対人援助技術（カウンセリングマインド）を活かし、相談を行うこと
（３）相談者、関係者等への啓発を行うこと
（４）人権相談員をサポートし、相談技術等の向上にむけた指導に努め、心のケアを行
うこと
（５）人権相談の内容を分析・整理し、啓発課題や人権侵害の予防のための検討を行い、行政機関等に必要に応じて意見を述べること
２．経　　過
平成１８年　２月１０日　　第19回大阪府人権施策推進審議会で検討報告
６月２１日　　人権相談・救済システム専門家会議で検討開始
　　　　　　　１１月２９日　　専門家会議で提言とりまとめ

　　　　 　　 １２月１９日 　 第20回大阪府人権施策推進審議会で提言内容を報告
平成１９年  ４月　２日　　大阪府人権擁護士要綱施行

　　　　　　　  ６月　８日　　大阪府人権擁護士養成講座開始（～２０年２月１５日）
　　平成２１年　6月2６日　　大阪府人権擁護士養成講座開始（～２２年2月２４日）
　　平成２２年　６月２３日　　大阪府人権擁護士養成講座開始（～２３年　　　　　 ）

３．事業内容
（１）養成講座の実施内容　
・人権に関する１２分野の専門知識、紛争処理手続きなどの約１００講義
・１日あたり４コマの授業で６月から翌年２月頃までほぼ週１回の割合で開催

　（２）養成講座の受講要件
　　・市町村において人権相談業務に従事し豊富な経験を有する者又は指導的な立場の者
・人権相談員養成基礎講座など各種の人権課題に関する講座を終了し、各種の人権相
談業務に従事している者
　　・民間事業所等において相談やカウンセリングに従事し豊富な経験を有する者　等
（３）受講者等の状況
　　　１９年度修了者　２３名（市町村関係１２名、民間事業所等８名、大阪府関係３名）　　　
　　　２１年度修了者　３７名（市町村関係１８名、民間事業所等１５名、大阪府関係４名）
　　　２２年度受講者　２３名（市町村関係12名、民間事業所等9名、大阪府関係2名）
４．今後の予定等
　　　３ヵ年の養成・活動実績を基に今後の制度運営のあり方について検討予定
子ども、女性、高齢者、障害者等に対する人権問題が多発し、これらの人権に関わる相談が増加するとともに、内容も複雑化・多様化していることから、人権に関わる事象を早期に把握し解決を図っていくため「人権擁護士」を養成。









